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お伝えしたいこと 

1 

２．強いインテグレーターの存在（事業インフラ領域） 

３．基準・規格が鍵（社会インフラ領域） 

１．生活資源×ICT利活用の視点 

４．限られた国家資源で海外市場を開拓する視点 
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生活資源×ICT利活用の視点 
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個人の利便性や 
娯楽目的の利用 事業インフラ 社会インフラ 技術開発段階 

(具体例) スマートフォン 水供給管理システム 
農業生産管理システム 

HEMS 
ITS 鉱物リモートセンシング 

利活用普及の阻害要因 ？ 投資対効果 事業者と個人の 
投資負担 技術の未成熟 

利活用の推進力 個人のウォンツ、
ニーズ 

コスト削減、 
品質向上 

基準・規格 
／誘導 死の谷越え 

技術変化のスピード 早い 比較的緩やか？ 比較的緩やか？ ？ 

日本企業の海外市場 
展開の推進力 ？ インテグレーター、

オペレーター 基準・規格 － 

生活資源×ICT 
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仏ヴェオリアがコンペで勝ち国内水道事業に参入 

2012年、世界最大の水事業会社ヴェオリア・ウォーター日本法人が、 
松山市の上水道案件を受託。 

5 
出所） 左：日本経済新聞webサイト（http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK1302A_T10C12A3000000/） 
 右：松山市資料 

http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK1302A_T10C12A3000000/
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米国から日本国内のデマンド制御（BEMS） 
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関西電力 
BEMS 

アグリゲーター 
小口の法人顧客 

（高圧500kW未満） 

①委託契約 

②翌日の負荷 
調整依頼 

③翌日の負荷 
調整依頼 

④負荷調整実施 
⑤負荷調整の 
実施報告 

負荷調整状況監視 
必要により遠隔操作 

実施期間  2012年7月2日～9月7日 
負荷調整時間帯 平日の9～20時で電力会社から要請された時間帯 

アグリゲーターの契約者 
・・・ 
丸紅＋米国EnerNOC社 
・・・ 

出所）関西電力のBEMSアグリゲーター募集要項資料（平成24年5月）等を参考に作成 
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広い視野で日本の強みが活きる領域を探索する 
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農業生産管理システム 

物流システム 

コンビニ・ 
フランチャイズシステム 

コールドチェーンシステム 

ビッグデータ分析による 
穀物市況の予測 

出所）廃棄の重量割合は、「世界の食料ロスと食料廃棄」（FAO：国際連合食糧農業機関、2011年10月） 

各段階における食料のロス・廃棄の重量割合（果実・野菜類） 

ｱｼﾞｱ先進工業地域 
(日本、中国、韓国) 

南・東南ｱｼﾞｱ 
(ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾐｬﾝﾏｰ、 
ﾀｲ、ﾍﾞﾄﾅﾑなど16カ国) 

10% 農業生産 15% 

8% 収穫後の取扱・貯蔵 9% 

2% 加工・包装 25% 

8% 流通 10% 

15% 消費 7% 
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日本の強みが活きる領域を絞り込む 
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日本の植物工場の特徴 

クリーンルーム級の生産環境 1 

高い生産管理技術 2 

3 高品質の養液や種苗 

4 安くはない投資と運用費 

高級レストラン 

病院 サプリメントメーカー 

こだわりを持つ消費者 

工場型 施設併設型 
海外（オランダ等）の競合企業は、 
一定レベルの植物工場を相応な価格
で実現し、顧客に提供 出所）工場型写真は農林水産省ホームページ、施設併設型写真は三菱重工業社ホームページ 

ターゲットをフォーカス 
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社会インフラの普及は事業者と個人双方の負担が鍵 

社会インフラは、事業者及び個人が利用するICTハード・ソフトの 
標準的な基準・規格により実現。 

電力会社 
（事業者） 

住宅 
（個人） 

HEMS 

太陽光発電 蓄電池 

燃料電池 

EV／PHV 
家電製品 

事業インフラ 

社会インフラ 

スマートメーター 

10 
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米国排ガス規制と日本車の米国市場拡大 
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日本車米国販売シェア 

日本車販売台数 

万台 

1960年代 
自動車汚染防止法（カリフォルニア州） 
自動車大気汚染防止法（連邦法） 等 

1970年 
マスキー法 
 

出所）日本自動車工業会「世界自動車統計年報」より作成 

CO、HCの90%低減 

NOxの90%低減 
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独のビル省エネ基準を中国基準へ反映 

12 

ドイツ経済協力 
開発省 

中国住宅・都市 
農村建設部 

ドイツ技術 
協力機関 

住宅・都市農村建設
部傘下の研究所、 

中国建築科学研究院 
等 

設備メーカー 
シーメンス社、STO社 等 

科学技術協定 
（2005～2010年） 

業務委託 

実行提携契約 

ドイツメーカーの技術 

共同実態調査 
中国複数都市のビル調査 

業務委託 

実証実験 
唐山、北京、ウルムチ実証で実験 

中国の基準へ反映 
実証実験成果をビル省エネ基準に反映 

独メーカーの市場拡大 
の下地づくり 

この体制で実証実験実施 

出所）NEDO北京の前所長・後藤氏資料より作成 
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アブダビはショールーム効果で世界の最先端技術を 
蓄積しようとしている 

14 

化石燃料の将来の枯渇に備え、外国企業を積極的に集めて産業育成。
シーメンスやGE等が、マスダールと戦略的提携。 

マスダールシティの概況 

設立年 2006年 

完成時期 2020～2025年 

面積 6.5平方キロ 

居住可能人口 50,000人 

集積機関 環境・エネルギー分野の
企業、研究機関 

外資規制緩和 原則外資100％所有可能 

税制優遇 所得税・法人税免 

UAEの概況 

人口 約789万人（2011年） 

首都 アブダビ市 

政治体制 7首長国による連邦制 

GDP 2,976億ドル（2010年） 

一人あたりGDP 39,625ドル（2010年） 

出所）地図はGoogle Map、イメージ図はマスダールシティホームページ、 UAE概況は日本外務省ホームページ 
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限られた日本の国家資源を 
世界のショールームに集中投下 
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日本の強みが活きる領域を見極めて集中 

日本に効果が期待出来るショールームを 
国内外から厳選（既存活用／新規の仕掛け） 

複数の省庁・企業による強い連携 
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戦略的に対象国を定める 
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対象国選定の観点（例） 

 現在及び今後の政府開発援助の重点対象 

 資源権益確保（原油、鉱物資源 等） 

 経済面での連携強化、協力 

 安全保障 

順位 原油の輸入先（2011年度） 比率（%） 

1 サウジアラビア 31.1 

2 アラブ首長国連邦（UAE） 22.5 

3 カタール 10.2 

4 イラン 7.8 

5 クウェート 7.0 

6 ロシア 4.1 

日本が権益を与えられたアブダビ
首長国の油田は、権益終了年が
2018年と近づく 

出所）原油の輸入先は、資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計年報」 

（例1） 

（例2） インドの大型工業団地のインフラ 
（例3） ボリビア・・・ 
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